
 

ＰＭ２．５の注意喚起等に係る山形県の当面の対応方針 
 

 国の「注意喚起のための暫定的な指針」、「注意喚起のための暫定的な指針の判断方法

の改善について」及び「注意喚起のための暫定的な指針の判断方法の改善について（第２

次）」を踏まえ、当面、次のとおりの対応を行う。 

 

１ 注意喚起 

（１）注意喚起の手順と方法 

  ① 注意喚起に係る判断は、次の２段階で行う。 

   ア 「午前中の早めの時間帯での判断」 

      午前５時から７時までの１時間値の平均値（以下「３時間平均値」という。）

が８５㎍/㎥を超えた場合に、午前７時３０分を目処に注意喚起を実施する。 

   イ 「午後からの活動に備えた判断」 

      午前５時から１２時までの１時間値の平均値（以下「８時間平均値」とい

う。）が８０㎍/㎥を超えた場合に、午後０時３０分を目処に注意喚起を実施

する。 

  ② 注意喚起は、県内を８地域に区分して行う。１地域に測定局が複数ある場合は、

１局でも超過した場合、その地域に注意喚起を行う。 

  ③ 注意喚起は、翌日午前０時で自動的に終了する。ただし、午後５時までに１時間

値が２時間連続して５０㎍/㎥以下に改善された場合は、注意喚起が終了した旨周

知を行う。 

  ④ 注意喚起は県のホームページで実施すると同時に、市町村、報道機関、関係機関

に通知する。 

 

（２）注意喚起のための暫定的な基準 

レベル 
日平均値 

(㎍/㎥) 

注意喚起の判断に用いる値 

行  動  の  目  安  等 
午前中の早めの 

時間帯での判断 

午後からの活動に 

備えた判断 

午前５時～７時 午前５時～12時 

１時間値(㎍/㎥) １時間値(㎍/㎥) 

Ⅱ ７０超 ８５超 ８０超 

・屋外での長時間の激しい運動をできるだけ減

らす。 

・不要不急の外出をできるだけ減らす。 

・屋内においても換気や窓の開閉を必要最小限

にする。 

※高感受性者（呼吸器系や循環器系疾患のある

者、小児、高齢者等）においては、体調に応

じて、より慎重に行動することが望まれる。 

Ⅰ 
７０以下 

３５超 

８５以下 ８０以下 

・特に行動を制約する必要はないが、高感受性

者では、健康への影響がみられる可能性があ

るため、体調の変化に注意する。 

（環境基準の短期基準は日平均値３５㎍/㎥であ

り、人の健康を保護する上で維持されることが

望ましい基準。） 
(環境基準) ３５以下 

 



（３）注意喚起の地域区分 

地    域 ＰＭ２．５ 測 定 局 

東南村山地域 山形成沢西局、山形銅町局、山形下山家局 

西村山地域 寒河江西根局 

北村山地域 村山楯岡笛田局 

最上地域 新庄下田局 

東南置賜地域 米沢金池局 

西置賜地域 長井高野局 

庄内北部地域 酒田若浜局 

庄内南部地域 鶴岡錦町局、余目局 

 

 

２ 相談窓口の設置等 

（１）ＰＭ２．５相談窓口 

  ① 環境エネルギー部水大気環境課     （℡）０２３－６３０－２３３９ 

  ② 環境科学研究センター         （℡）０２３７－５２－３１２７ 

  ③ 各総合支庁環境課       村山  （℡）０２３－６２１－８４１９ 

                   最上  （℡）０２３３－２９－１２８６ 

                   置賜  （℡）０２３８－２６－６０３５ 

                   庄内  （℡）０２３５－６６－４７４４ 

④ 山形市環境課             （℡）０２３－６４１－１２１２ 

 

（２）健康相談窓口 

   県民の方からのＰＭ２．５に係る健康に関する相談について、各保健所の健康相談

窓口で対応する。 

                村山保健所  （℡）０２３－６２７－１１００ 

                最上保健所  （℡）０２３３－２９－１３６１ 

                置賜保健所  （℡）０２３８－２６－６０００ 

                庄内保健所  （℡）０２３５－６６－５５２８ 

山形市保健所 （℡）０２３－６１６－７２６０ 

   市町村においても同様の対応が行われるよう、協力を要請する。 

 

（３）高感受性者に対する周知及び情報提供 

   呼吸器系や循環器系疾患のある者、小児、高齢者等の高感受性者については、国の

暫定指針において、「日平均値７０㎍/㎥以下の場合でも短期的な影響がみられる可

能性がある」としており、県のホームページの活用を周知するとともに、各総合支庁

における日平均値の掲示により情報提供を行う。また、市町村に対しても広報紙や窓

口対応などによる情報提供について協力を要請する。 

 

・改正履歴 

平成２５年 ３月 ８日 策定 

平成２５年１２月 ９日 改正 

平成２６年１２月２４日 改正 

令和 ６年 ８月２０日 改正 


